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受益者のみなさまへ
平素は格別のご愛顧を賜り、厚くお礼申し上
げます。
さて、「世界好配当インフラ株ファンド（毎月
分配型）」は、2022年12月12日に第188期の決
算を行ないました。
当ファンドは、相対的に配当利回りの高い世
界のインフラ関連企業の株式等に実質的に投資
し、信託財産の中長期的な成長をめざして運用
を行なってまいりました。
ここに、当作成対象期間の運用経過等につい
てご報告申し上げます。
今後とも一層のお引き立てを賜りますようお
願い申し上げます。

第188期末（2022年12月12日）
基 準 価 額 12,024円
純 資 産 総 額 5,046百万円

第183期～第188期
騰 落 率 2.1％
分配金（税込み）合計 90円

（注）騰落率は分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計
算したもので、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。

（注）純資産総額の単位未満は切捨てて表示しております。

○�交付運用報告書は、運用報告書に記載すべき事項のう
ち重要なものを記載した書面です。その他の内容につ
いては、運用報告書（全体版）に記載しております。

○�当ファンドは、投資信託約款において運用報告書（全
体版）に記載すべき事項を、電磁的方法によりご提供
する旨を定めております。運用報告書（全体版）は、
下記の手順にて閲覧・ダウンロードいただけます。

＜運用報告書（全体版）の閲覧・ダウンロード方法＞
右記URLにアクセス ⇒ ファンド検索機能を利用して該
当ファンドのページを表示 ⇒ 運用報告書タブを選択 ⇒ 
該当する運用報告書をクリックしてPDFファイルを表示

○�運用報告書（全体版）は、受益者の方からのご請求に
より交付されます。交付をご請求される方は、販売会
社までお問い合わせください。
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運用経過
作成期間中の基準価額等の推移 � （2022年6月14日～2022年12月12日）

純資産総額（右軸）基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）

（円） （百万円）
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第183期首：11,873円
第188期末：12,024円（既払分配金（税込み）：90円）
騰 落 率： 2.1％（分配金再投資ベース）

（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、

お客様の損益の状況を示すものではありません。
（注）分配金再投資基準価額は、作成期首（2022年６月13日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。
（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。
（注）当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。

○基準価額の主な変動要因
当ファンドは、主として、相対的に配当利回りの高い世界のインフラ関連企業の株式等に実質的に投

資を行ない、信託財産の中長期的な成長をめざして運用を行なっております。当作成期間中における基
準価額の主な変動要因は、以下の通りです。

＜値上がり要因＞
・�各国で経済再開が一段と進み、サプライチェーン（供給網）の制約に一定程度の解消が見られたこと。
・�米国のインフレ指標が予想を下回ったことで、インフレのピークアウト感が出て利上げの長期化懸念

が後退したこと。
・�下方修正された業績見通しよりも、実際の企業業績が良いケースが多かったこと。
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＜値下がり要因＞
・�主要中央銀行がインフレ抑制に向けた金融引き締めの強硬姿勢を示したこと。
・�公表された経済指標がおおむね経済成長の減速傾向を示したこと。
・�中国においてゼロコロナ政策が継続され、成長回復が懸念されたこと。

１万口当たりの費用明細 � （2022年6月14日～2022年12月12日）

項 目 第183期～第188期 項 目 の 概 要金 額 比 率
円 ％

（a） 信 託 報 酬 100 0.850 （a）�信託報酬＝作成期間の平均基準価額×信託報酬率

（ 投 信 会 社 ） （ 51） （0.439） 委託した資金の運用の対価

（ 販 売 会 社 ） （ 45） （0.384） 運用報告書など各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の情報提
供などの対価

（ 受 託 会 社 ） （  3） （0.027） 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

（b） 売 買 委 託 手 数 料 2 0.015 （b）�売買委託手数料＝作成期間の売買委託手数料÷作成期間の平均受益権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（ 株 　 式 ） （  2） （0.015）

（c） 有 価 証 券 取 引 税 2 0.015 （c）�有価証券取引税＝作成期間の有価証券取引税÷作成期間の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（ 株 　 式 ） （  2） （0.015）

（d） そ の 他 費 用 5 0.046 （d）�その他費用＝作成期間のその他費用÷作成期間の平均受益権口数

（ 保 管 費 用 ） （  4） （0.032） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の
送金・資産の移転等に要する費用

（ 監 査 費 用 ） （  0） （0.002） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（ 印 刷 費 用 ） （  1） （0.011） 印刷費用は、法定開示資料の印刷に係る費用

合 計 109 0.926

作成期間の平均基準価額は、11,713円です。
（注）作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。
（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注）売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含

みます。
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第３位未満

は四捨五入してあります。
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（参考情報）
◯総経費率

作成期間の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および
有価証券取引税を除く。）を作成期間の平均受益権口数に作成期間の平均基準価額（１口当たり）
を乗じた数で除した総経費率（年率）は1.79％です。

総経費率
1.79％

当ファンド
1.79％
当ファンド
1.79％

運用管理費用
（投信会社）
0.88％

運用管理費用
（投信会社）
0.88％

運用管理費用
（販売会社）
0.77％

運用管理費用
（販売会社）
0.77％

運用管理費用
（受託会社）
0.05％

その他費用
0.09％

（注）当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注）各比率は、年率換算した値です。
（注）当ファンドの費用は、親投資信託が支払った費用を含みます。
（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。
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最近５年間の基準価額等の推移 � （2017年12月12日～2022年12月12日）

純資産総額（右軸）基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）

（円） （百万円）
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（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、

お客様の損益の状況を示すものではありません。
（注）分配金再投資基準価額は、2017年12月12日の値が基準価額と同一となるように指数化しております。

2017年12月12日 2018年12月12日 2019年12月12日 2020年12月14日 2021年12月13日 2022年12月12日
決算日 決算日 決算日 決算日 決算日 決算日

基準価額 （円） 8,795 8,024 8,803 8,295 9,488 12,024
期間分配金合計（税込み） （円） － 180 180 180 180 180
分配金再投資基準価額騰落率（％） － △ 6.7 12.1 △ 3.6 16.6 28.8
純資産総額� （百万円） 6,153 5,128 5,057 4,336 4,331 5,046

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。
（注）純資産総額の単位未満は切捨てて表示しております。
（注）騰落率は１年前の決算応当日との比較です。
（注）当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。
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投資環境 � （2022年6月14日～2022年12月12日）

（海外株式市況）
成長見通しに内在するリスクにもかかわらず、2022年第３四半期は主要中央銀行がインフレ抑制に向

けた強硬姿勢を示したことで、株式・債券の両市場が揺さぶられる展開となりました。経済成長リスク
に対する警戒感が一段と強まり、資産市場は特に、消費者の懸念の広がりがビジネスにも反映されつつ
あることが景況感調査に示された点に注目しました。2022年の夏季は多くの地域で記録的な干ばつと熱
波に見舞われ、世界経済は依然として冷え込んだ状態が続きました。７月の購買担当者景気指数（ＰＭＩ）
が大きく低下するなど、公表された経済指標はおおむね経済成長の減速傾向を示しました。

期間末にかけては、インフレの高止まりと中央銀行による金融引き締め姿勢の強まりが投資家にとっ
て最大の懸念となりました。主要中央銀行は再び大幅な追加利上げを行ないました。米国連邦準備制度
理事会（ＦＲＢ）、イングランド銀行（ＢＯＥ）は0.75％の利上げを決定しました。利上げという悪材
料にもかかわらず、10月の米国のインフレ指標発表後には投資家心理が大きく改善しました。消費者物
価指数（ＣＰＩ）の上昇率がコンセンサス予想を下回ったため、米国のインフレはピークアウトし、利
上げが当初懸念されていたよりも長期化しないという期待が市場で広がったことが背景です。インフレ
減速により利上げサイクルがじきに終了する可能性があるとの観測から、株式、債券の両市場は上昇し
ました。

インフレは世界経済に対する脅威と認識されています。上場インフラ株式はグローバル株式対比で大
きくアウトパフォームしていますが、その主な理由として、インフラ事業の特性であるインフレに連動
したキャッシュフローが挙げられます。多くのインフラ事業は、規制、コンセッション（公共施設など
の運営権制度）あるいは契約に基づき、その収入とインフレが連動する仕組みが組み込まれています。

（為替市況）
期間中における主要通貨（対円）

は、右記の推移となりました。
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当ファンドのポートフォリオ � （2022年6月14日～2022年12月12日）

（当ファンド）
当ファンドは、「世界インフラ株マザーファンド」受益証券を高位に組み入れて運用を行ないました。

（世界インフラ株マザーファンド）
期間末時点での組入比率の高い国は、米国、英国、カナダなどとなっています。セクター別では、世

界のインフラ事業のトレンドから投資効果を享受するために、電力、エネルギーインフラ、空港などの
セクターを中心に幅広く分散投資を行ないました。

主な投資行動としては、エネルギーインフラ、有料道路の組入比率を引き下げた一方、通信インフラ
の組入比率を引き上げました。国別では、カナダとイタリアの組入比率を引き下げる一方、メキシコの
組入比率を引き上げました。

当ファンドのベンチマークとの差異 � （2022年6月14日～2022年12月12日）
当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指

数を設定しておりません。

分配金 � （2022年6月14日～2022年12月12日）
分配金は、運用実績や市況動向などを勘案し、以下のとおりといたしました。なお、分配金に充当し

なかった収益につきましては、信託財産内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたします。
○分配原資の内訳
	 （単位：円、１万口当たり、税込み）

項 目
第183期 第184期 第185期 第186期 第187期 第188期

2022年６月14日～
2022年７月12日

2022年７月13日～
2022年８月12日

2022年８月13日～
2022年９月12日

2022年９月13日～
2022年10月12日

2022年10月13日～
2022年11月14日

2022年11月15日～
2022年12月12日

当期分配金 15 15 15 15 15 15
（対基準価額比率） 0.132％ 0.127％ 0.122％ 0.137％ 0.125％ 0.125％

当期の収益 15 15 15 6 15 15
当期の収益以外 － － － 8 － －

翌期繰越分配対象額 2,973 2,994 3,399 3,391 3,401 3,414
（注）�対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。
（注）�当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。
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今後の運用方針

（当ファンド）
引き続き、ファンドの基本方針に則り、「世界インフラ株マザーファンド」受益証券を原則として高

位に組み入れて運用を行ないます。

（世界インフラ株マザーファンド）
上場インフラストラクチャー市場の多くの投資家は、依然として経済活動に対する短期的な見解を過

度に重視しがちのようですが、当ファンドの運用プロセスでは少なくとも10年以上の時間軸で資産の評
価を行なっています。昨今の政治や経済情勢、市場の不確実性の高まりを考慮すると、今後も思慮深い
アクティブ運用のアプローチが必要であると考えています。現在の市場環境を注意深く継続的に見極め
ていくことで市場の混乱を有利に生かす機会が浮上し、キャピタルとインカムの持続的成長を重視する
投資家にとって、魅力的なリスク調整後リターンを実現する可能性があると考えます。

引き続き、投資先企業のビジネスは足もとの不確実性を耐え抜くうえで良い位置づけにあると確信し
ています。また、それらの企業はインフレ上昇による収益増や、設備投資増強による業績向上、さらには、
サステナビリティ推進がインフラセクター全体への資金流入につながることで、恩恵を享受する可能性
があります。

当ファンドは、長期的に見てリスクに見合ったリターンをもたらすと予想されるインフラ企業を見極
め、それらに投資することをめざします。インフラ企業が組み入れている資産を分析することは、将来
的な収益や収入源の長期的なクオリティーを判断するうえで極めて重要となります。ファンダメンタル
ズ（経済の基礎的条件）に基づくシステマチックな手法を採用することでインフラ企業の長期的な潜在
価値を特定し、詳細なボトムアップのファンダメンタルズ分析を駆使した戦略を用いて、割安かつキャッ
シュフローが予想しやすい企業を選定します。キャッシュフローの予想がしやすいのは、独占ないし独
占に近い状態にある、生活に不可欠なサービスを提供する企業であることが一般的です。銘柄選択にお
いては、様々な資産クラスと地域に分散投資し、事業が景気サイクルを通じて安定しており、資本構成
が適切な企業の選定に努めています。

将来の市場環境の変動などにより、当該運用方針が変更される場合があります。

今後ともご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。
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お知らせ
2022年６月14日から2022年12月12日までの期間に実施いたしました約款変更はございません。

当ファンドの概要

商 品 分 類 追加型投信／内外／株式
信 託 期 間 2007年４月26日から原則無期限です。

運 用 方 針 主として「世界インフラ株マザーファンド」受益証券に投資を行ない、安定した収益の確保と中長期的な信託財
産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象

世界好配当インフラ株ファンド�
（ 毎 月 分 配 型 ）「世界インフラ株マザーファンド」受益証券を主要投資対象とします。

世界インフラ株マザーファンド 世界各国の企業が発行する金融商品取引所上場株式および株式に類似する権利を主
要投資対象とします。

運 用 方 法

「世界インフラ株マザーファンド」受益証券への投資を通じて、主として、世界各国のインフラ関連企業の金融商
品取引所上場の株式および株式に類似する権利（以下、「株式等」といいます。）に投資を行ない、安定した収益
の確保と中長期的な信託財産の成長をめざします。株式等の銘柄選定にあたっては、市場動向や銘柄毎の成長性、
収益性および流動性などを勘案して投資を行ないます。株式等の組入比率は、高位を維持することを基本とします。
なお、株式に類似する権利への投資比率は、信託財産の純資産総額の50％未満とします。外貨建資産への投資に
あたっては、原則として為替ヘッジを行ないませんが、市況環境などを勘案して為替ヘッジを行なうことがあり
ます。この場合、ヘッジコストなどを勘案して、当該外貨建資産と異なる通貨により為替ヘッジを行なうことも
あります。

分 配 方 針
第１計算期および第２計算期は収益分配を行ないません。第３計算期以降、毎決算時、原則として安定した分配
を継続的に行なうことをめざします。ただし、基準価額水準などを勘案し、上記安定分配相当額のほか、委託者
が決定する額を付加して分配を行なう場合があります。
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（参考情報）
○当ファンドと代表的な資産クラスとの騰落率の比較

最大値（当ファンド） 最大値 最小値（当ファンド） 最小値 平均値

（％）
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当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債

（2017年12月末～2022年11月末）

（単位：％）
当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債

最大値 35.4 42.1 59.8 62.7 5.4 7.9 15.7
最小値 △ 17.1 △ 16.0 △ 12.4 △ 19.4 △ 4.5 △ 4.5 △ 9.4
平均値 9.4 6.9 15.1 7.9 △ 0.0 3.1 1.9

（注）全ての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。
（注）2017年12月から2022年11月の５年間の各月末における直近１年間の騰落率の最大値・最小値・平均値を表示したものです。
（注）上記の騰落率は決算日に対応した数値とは異なります。
（注）当ファンドは分配金再投資基準価額の騰落率です。

《各資産クラスの指数》
日 本 株：東証株価指数（TOPIX、配当込）
先進国株：MSCI-KOKUSAIインデックス（配当込、円ベース）
新興国株：MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込、円ベース）
日本国債：NOMURA-BPI国債
先進国債：FTSE世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
新興国債：JPモルガンGBI-EMグローバル・ディバーシファイド（円ヘッジなし、円ベース）

（注）海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円換算しております。
指数について
●東証株価指数（TOPIX、配当込）は、日本の株式市場を広範に網羅するとともに、投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチマークで、配
当を考慮したものです。なお、当指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社に帰属
します。●MSCI-KOKUSAIインデックス（配当込、円ベース）は、MSCI Inc.が開発した、日本を除く世界の先進国の株式を対象として算出した指数で、
配当を考慮したものです。なお、当指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。●MSCIエマージング・マーケット・
インデックス（配当込、円ベース）は、MSCI Inc.が開発した、世界の新興国の株式を対象として算出した指数で、配当を考慮したものです。なお、当
指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。●NOMURA-BPI国債は、野村證券株式会社が公表している指数で、
その知的財産権は野村證券株式会社に帰属します。なお、野村證券株式会社は、対象インデックスの正確性、完全性、信頼性、有用性を保証するもので
はなく、対象インデックスを用いて行われる日興アセットマネジメント株式会社の事業活動・サービスに関し一切責任を負いません。●FTSE世界国債
インデックス（除く日本、円ベース）は、FTSE Fixed Income LLCにより運営され、日本を除く世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で
加重平均した指数です。なお、当指数に関する著作権等の知的財産その他一切の権利は、FTSE Fixed Income LLCに帰属します。●JPモルガンGBI-
EMグローバル・ディバーシファイド（円ヘッジなし、円ベース）は、J.P. Morgan Securities LLCが算出、公表している、新興国が発行する現地通貨
建て国債を対象にした指数です。なお、当指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、J.P. Morgan Securities LLCに帰属します。
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当ファンドのデータ
組入資産の内容 � （2022年12月12日現在）

○組入上位ファンド
銘 柄 名 第188期末

％
世界インフラ株マザーファンド 97.9

組入銘柄数 1銘柄
（注）組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注）組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。

○資産別配分

親投資信託受益証券
97.9％

親投資信託受益証券
97.9％

その他
2.1％

○国別配分

日本
97.9％
日本
97.9％

その他
2.1％

○通貨別配分

円
97.9％
円

97.9％

その他
2.1％

（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）国別配分につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。
（注）その他にはコール・ローン等を含む場合があります。

純資産等

項 目 第183期末 第184期末 第185期末 第186期末 第187期末 第188期末
2022年7月12日 2022年8月12日 2022年9月12日 2022年10月12日 2022年11月14日 2022年12月12日

純 資 産 総 額 4,829,010,632円 5,012,741,115円 5,185,024,810円 4,597,221,477円 5,027,801,106円 5,046,425,959円
受 益 権 総 口 数 4,267,439,570口 4,239,112,973口 4,216,239,053口 4,200,679,744口 4,192,114,716口 4,197,021,805口
1万口当たり基準価額 11,316円 11,825円 12,298円 10,944円 11,993円 12,024円

（注）当作成期間（第183期～第188期）中における追加設定元本額は70,467,603円、同解約元本額は160,392,623円です。
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組入上位ファンドの概要

世界インフラ株マザーファンド

（円）

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

2021/7 2021/9 2021/11 2022/1 2022/3 2022/5

（2021年6月15日～2022年6月13日）
【基準価額の推移】 【１万口当たりの費用明細】

（2021年６月15日～2022年６月13日）

項 目 当 期
金 額 比 率

円 ％
（a） 売 買 委 託 手 数 料 13 0.0６3

（ 株 　 式 ） （13） （0.0６3）
（b） 有 価 証 券 取 引 税 7 0.034

（ 株 　 式 ） （ 7） （0.034）
（c） そ の 他 費 用 1６ 0.077

（ 保 管 費 用 ） （15） （0.071）
（ そ の 他 ） （ 1） （0.00６）

合 計 3６ 0.174
期中の平均基準価額は、20,６45円です。

（注）上記項目の概要につきましては運用報告書（全体版）をご参照ください。
（注）�各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注）�各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）

を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数
第３位未満は四捨五入してあります。

【組入上位10銘柄】
（2022年６月13日現在）

銘 柄 名 業 種 / 種 別 等 通 貨 国（ 地 域 ） 比率
％

１ ENBRIDGE�INC エネルギー カナダドル カナダ 5.６
2 TC�ENERGY�CORP エネルギー カナダドル カナダ 5.4
３ AENA�SA 運輸 ユーロ スペイン 5.2
4 NEXTERA�ENERGY�INC 公益事業 アメリカドル アメリカ 5.2
5 TRANSURBAN�GROUP 運輸 オーストラリアドル オーストラリア 4.7
6 AMERICAN�ELECTRIC�POWER 公益事業 アメリカドル アメリカ 4.0
7 NATIONAL�GRID�PLC 公益事業 イギリスポンド イギリス 3.5
8 KINDER�MORGAN�INC エネルギー アメリカドル アメリカ 3.2
9 ENAV�SPA 運輸 ユーロ イタリア 3.2
10 ATLANTIA�SPA 運輸 ユーロ イタリア 3.1

組入銘柄数 43銘柄
（注）比率は、純資産総額に対する割合です。
（注）組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
（注）国（地域）につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。

【資産別配分】

外国株式
93.9％
外国株式
93.9％

国内株式
3.7％

その他
2.4％

【国別配分】

アメリカ
31.4％

アメリカ
31.4％

カナダ
14.1％

イタリア 11.6％
イギリス

9.6％

スペイン
8.0％

オーストラリア
7.0％

日本
3.7％

その他
14.6％

【通貨別配分】

アメリカドル
31.4％

アメリカドル
31.4％

ユーロ
24.5％
ユーロ
24.5％カナダドル

14.1％

イギリス
ポンド
9.6％

オーストラリア
ドル

7.0％

円 3.7％
メキシコペソ 2.8％ その他

6.9％

（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）国別配分につきましては発行国もしくは投資国を表示しております。
（注）その他にはコール・ローン等を含む場合があります。
※当マザーファンドの計算期間における運用経過の説明は運用報告書（全体版）をご参照ください。
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